
給与規程  

  

第 1章 総 則  

  

(目 的)  

第 1条 この規程は、一般社団法人シングルマザー支援協会(以下「当法人」と

いう。)の職員の給与に関する事項を定めたものである。  

  

(適用範囲)  

第 2 条 この規程は、当法人の職員に適用する。ただし、嘱託職員、契約職

員、パートタイマー、アルバイト等、就業形態が特殊な者については、この規

程は適用せず、その者に適用する規程又は個別の契約等の定めによる。  

  

(給与の構成)  

第 3条 給与の構成は、月給制給与又は年俸制給与とする。  

2 前項のほか、当法人は臨時又は特別に手当等を支給することがある。  

  

(給与の支払形態) 第 4 条 給与の支払形態は、月給制給与、年俸制給与ごとに

次のとおりとする。  

(1) 月給制給与は、基本給及び諸手当とする。  

(2) 年俸制給与は、個々の年俸契約を締結することにより決定するものとし、

原則として年俸額を 12等分して毎月 12等分の 1を、第 5条の定めにて支

払う。  

  

2 前項にかかわらず、当法人は必要に応じて個別の契約に基づき別段の形態に

より給与を決定することがある。  

  

第 2章 給与の計算及び支払  

  

(計算期間及び支払日)  

第 5条 給与は、1日から末日までの分を翌月 25日に支給する。  

2 前項の給与支給日が金融機関休業日にあたるときは、前営業日に繰り上げて

支給する。    

  

 

 



(支払原則及び控除)  

第 6条 給与は通貨で、直接又は職員の同意を得て本人の銀行口座に銀行振込に

て、全額を支払う。 基本給規定は下記の内容を基準とし、各自の業務に応じ決

定する。 

 

  
 

2 前項にかかわらず、次に掲げるものは支払の際控除する。  

(1) 所得税  

(2) 住民税  

(3) 雇用保険料  

(4) 健康保険料  

(5) 介護保険料  

(6) 厚生年金保険料  

(7) 職員代表との協定で定めたもの  

  

 

(給与の日割計算)  

第 7条 給与計算期間の途中において、雇入れ又は退職した場合の給与は次の計

算により支給する。  

(1) 月給制給与  

日割計算の額= 基本給＋諸手当／賃金計算期間の暦日数×賃金計算期間におけ

る在籍暦日数  

(2) 年俸制給与日割計算の額=   

月額給与（年俸額の 12分の 1）／賃金計算期間の暦日数×賃金計算期間におけ

る在籍暦日数  

  

営業部 営業 \250,000～
管理部 総務・労務 \250,000～
業務部 一般業務 \200,000～
休眠預金事業 PO職 \200,000～\400,000

【賃金構成】
１、各職務の応じた基本給に業務手当を加算したものを支給する。
２、業務手当は、業務状況及び査定において決定する。
３、通勤手当は、非課税限度枠を上限とし、実費にて支給する。
４、基本給に関しては、最低賃金等の状況を踏まえ随時見直しを実施する。
５、賞与に関しては決算時の利益分配的要素を加味し、都度決定を行う。

基本給
（月給）



(欠勤・遅刻等)  

第 8条 欠勤・遅刻・早退・私用外出等により所定労働時間の全部又は一部を休

業した場合においては、その休業した時間に対応する基本給及び諸手当又は月

額給与は支給しない。  

  

(計算の端数処理) 第 9条 給与計算において生じる端数の処理は、

次のとおりとする。  

(1) 円未満の端数は四捨五入する。  

(2) 欠勤、遅刻等の不就労時間の計算は、当該給与計算期間において時間数を

合計し、30分未満の端数がある場合はこれを切り捨てる。  

(3) 時間外勤務手当、休日勤務手当、深夜勤務手当の計算は、当該給与計算期

間において各々時間数を合計し、30分未満の端数がある場合はこれを切り

捨て、それ以上の端数がある場合はこれを 1時間に切り上げる。  

  

(休職者の給与)  

第 10条 休職を命ぜられた期間に対する基本給及び月額給与は支給しない。  

  

(特別休暇等の給与)  

第 11 条 年次有給休暇の期間は、所定労働時間労働したときに支払われる通常

の給与を支払う。  

2 産前産後の休業期間、育児時間、生理休暇、母性健康管理のための休暇、育

児・介護休業法に基づく育児休業期間、介護休業期間、子の看護休暇期間及び

介護休暇期間、慶弔休暇、病気休暇、裁判員等のための休暇の期間は、無給と

する。  

  

(時間外勤務手当の計算)  

第 12条 時間外勤務手当は、次の計算によって支給する。ただし、当法人が時

間外勤務を命じた場合に限るものとする。  

基本給又は月額給与／1カ月の平均所定労働時間× 1.25 ×時間外勤務時間数  

  

2 前項の定めにかかわらず、一給与計算期間の時間外勤務時間数と所定休

日勤務時間数の合計が 60時間を超過した場合は、超過した時間につき次の計算

によって支給する。  

  

基本給又は月額給与／1カ月の平均所定労働時間× 1.5 ×時間外勤務時間数  

  



3 年俸制給与の対象者の時間外手当は、各人ごとの年俸契約において毎月

予定される時間外労働の時間数を含む契約をした場合は、特段の指示をした場

合を除き、原則として前 2項の定めは適用しない。  

  

(休日勤務手当の計算)  

第 13条 休日出勤手当は、次の計算によって支給する。ただし、当法人が休日

出勤を命じた場合に限るものとする。  

(1) 法定休日の場合  

基本給又は月額給与／1ヶ月の平均所定労働時間 × 1.35 ×休日勤務時間数  

  

(2) 所定休日の場合   

基本給又は月額給与／1ヶ月の平均所定労働時間 × 1.25 ×休日勤務時間数  

  

2 前項第 2号の場合において、一給与計算期間の時間外勤務時間数と所定休日

勤務時間数の合計が 60時間を超過した場合は、超過した時間につき次の計算に

よって支給する。  

基本給又は月額給与／1 ヶ月の平均所定労働時間 × 1.5 ×所定休日勤務時間

数  

  

(深夜勤務手当の計算)  

第 14条 深夜勤務手当は、次の計算によって支給する。  

基本給又は月額給与／1カ月の所定労働時間× 0.25 ×深夜勤務時間数  

  

(適用除外)  

第 15条 第 12条及び第 13条の規定は労働基準法第 41条第 2号に該当する管

理・監督の地位にある者には適用しない。また、裁量労働の対象者には第 12条

の規定は適用しない。  

  

第 3章 基本給又は年俸の更改  

  

(基本給又は年俸額の決定)  

第 16条 基本給又は年俸者の年俸額は、各人の職務の内容、能力、経験、勤務

成績等を考慮のうえ各人ごとに決定する。  

  

(基本給又は年俸の更改)  

第 17条 月給者の基本給の更改は、原則として毎年 10月 1日に当法人の業績及 



び個人の勤務成績(能力・成果・勤務態度等)を評価し、更改する。  

  

2 年俸者の年俸の更改は、原則として年俸契約期間満了日の 1ヶ月前までに行

う。年俸更改は当法人と職員が個別に面接を行い、年度の評価と次年度の業

務内容、役割等について確認を行ったうえで、新たに給与契約を締結するこ

とにより決定する。  

  

3 前項の評価については、次の事項について評価する。  

(1) 当法人の業績  

(2) 個人の勤務成績(能力・成果・勤務態度等)  

  

第４章 諸手当  

（通勤手当）   

第１８条 通勤に要する交通費は、その者が公共交通機関を利用した合理的な通

勤経路の １ヶ月分の通勤定期代を支給する。   

２ 転居等により乗車区間及び乗車期間を変更しようとする場合には、所定

の手続を 経て承認のあった月から新たな通勤手当を支給する。   

３ 退職等の理由により支給日数が１ヶ月を下回る場合は、通勤交通費を日

割計算し た場合と、１ヶ月分の通勤定期代を比較し、金額が少ない方を支給す

る。   

（時間外勤務手当・休日勤務手当・深夜勤務手当）   

第１９条 業務上の都合により時間外勤務、休日勤務及び深夜勤務を行った場合

には、第１ ２条から第１４条に定める計算式を使って当該手当を算出し支給す

る。   

（臨時に支払われる手当）   

第２０条 当法人は、前各条のほかに、臨時又は暫定的に手当を支給することが

ある。   

  

(改 廃)  

第２１条 この規程の改廃は、社員総会の決議による。  

附 則 この規程は、令和 4年 1月 25日から施行する。(令和 4年 1月 19日社員

総会決議)  

附 則 この規程は、令和 7年４月１日から施行する。(令和７年３月３１日社員

総会決議) 


